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１８年度予算案 １，４４
（参考）科学技術関係経費  

 
 
 
 
 
 
 くまで

 ポイント  
 
「科学技術創造立国」の実現に

「新産業創造戦略」を核とした

の強化及び生産性の向上と、その
 

１．研究開発プロジェクトの戦略的

「技術戦略マップ」を活用し、政策目

的な研究開発を促進する。また、研究開

究開発プログラム」）を強化し、新産業の
 

２．産学連携の多面的な展開 
製造現場における中核人材、技術経営（

学連携により育成するとともに、実用化研

ワークの強化等により大学発ベンチャーの
 

３．民間企業のイノベーションシス

   新産業の創造を支援するため、民間企業

行う。また、技術開発とコンサルティング

を促進する。さらに、研究開発促進税制等
 

４．地域における科学技術の振興 
   地域において新産業・新事業を創出し、

産業集積（産業クラスター）を深化・拡大
 

５．競争的研究資金制度の拡充 
研究者の能力を最大限に発揮させ、研究

て一層の拡充等を図る。 
 

６．独立行政法人における研究開発

 イノベーションの推進に資する最先端研

可欠な知的基盤の整備や、技術開発成果等
科学技術振興費 
２億円（１７年度予算額 １，４２３億円） 
１８年度予算案：５，５８１億円（１７年度予算額：５，９０７億円）※

うち一般：１，９１５億円（１，９１３億円） 
うち石特：２，０７３億円（２，２０２億円） 
うち電特：  ９１８億円（１，１００億円） 
注）「※」が付された予算額は独立行政法人が運営費交付金により実施する事業を含んでいるが、これはあ
現時点における想定額であり、今後独立行政法人が事業を実施する際には変更さ

向け、以下の重点施策への取組を通じて 
イノベーションを創出し、我が国の産業技

自律的な達成に向けた環境整備を図る。 

重点化と相互の連携強化 
標の実現シナリオの産学官での共有を図ること等に

発施策と導入支援、標準化等の関連施策との一体的

創造につなげる。 

ＭＯＴ）人材等、産業界のニーズに応じた高度人

究開発に対する支援を行い、大学発ベンチャー支

質の向上を図るなど、産学連携を多面的に展開す

テムの改革 
における実用化の技術開発に対して提案公募型の

等の一体的な支援により、中小・ベンチャー企業

により研究開発投資を引き続き重点的に推進する

地域経済の活性化を図るため、実用化技術開発等

させる。 

開発の競争的環境の醸成に資する競争的研究資金

の推進等研究基盤の整備 
究開発を着実に実施するとともに、研究開発等の

の普及に向けた国際標準化活動を推進する。 
 

資料５
れる場合がある。 

術競争力

より、効果

取組（「研

材育成を産

援者ネット

る。 

研究助成を

等の事業化

。 

を推進し、

制度につい

効率化に不
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１．研究開発プロジェクトの戦略的重点化と相互の連携強化 
 
「新産業創造戦略２００５」を踏まえ、新産業につながる技術分野（半導体、創

薬･診断、ロボット等の２１分野）毎に、中長期的な市場ニーズ･社会ニーズを見据

えて策定した「技術戦略マップ」を活用し、政策目標の実現シナリオの産学官での

共有を図ること等により、効果的な研究開発を促進する。また、研究開発施策と導

入支援、標準化等の関連施策との一体的取組（「研究開発プログラム」）を強化し、

新産業の創造につなげる。 
平成１８年度においては、第３期科学技術基本計画に掲げられる政策目標実現に

向けて、イノベーションによる国際競争力の強化等を目指すプロジェクト（プロ

ジェクト群）を重点的に推進する。 
また、「技術戦略マップ」については、質的向上を図るため、毎年度ローリング

（見直し）作業を行う。 
 

１８年度予算案（１７年度予算額） 
（単位：億円） 

◆ 研究開発プログラムの一層の強化        ２，１９０（２，３０８）※ 
 
【高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム】 
○ 我が国半導体産業の「未来（MIRAI）」を託す次世代半導体開発          ６０億（４６） 

○ 日本のお家芸「情報家電」の更なる競争力強化を目指すネットワーク技術開発     ９億*（４） 

【健康安心プログラム・生物機能活用型循環産業システム創造プログラム】 
○ ポストゲノム競争に勝ち残るゲノム創薬研究開発                 ６６億（新規） 

○ 世界最先端の診断・治療機器開発                        ２０億*（７） 

【２１世紀ロボットチャレンジプログラム】 
○ 我が国発の次世代ロボット産業創造を目指すロボット技術開発           ２８億*（１３） 

【ナノテクノロジープログラム】 
○ ナノの世界に挑む（チャレンジする）ナノテク実用化研究開発            ２３億（８） 
【革新的部材産業創出プログラム】 
○ モノ作り “m nodzukuri” 日本を支える高度部材・製造技術開発         ４４億（新規） o
【新エネルギー技術開発プログラム・省エネルギー技術開発プログラム】 
○ 水素社会実現の屋台骨、燃料電池技術開発                    ８６億*（６５） 
○ 環境・エネルギー制約へ対応する革新的な省エネ・新エネ・温暖化技術開発     ９４億*（６２）  
【宇宙産業高度化基盤技術プログラム】 
○ 我が国独自のＧＰＳを目指す準天頂衛星システム                 ２２億（２４） 

 
注）上記の内示額については複数のプロジェクトの集計額であり、＊については新規事業が含まれる。 
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２．産学連携の多面的な展開               計 １５７（１５３）※ 
 
（１）産業技術人材の育成                 計 ３６（３５）※ 
 
産業界のニーズに応じた人材育成を図るため、スキル標準や人材育成カリキュラム

等の策定、産学連携拠点の強化等を通じて、製造現場における中核技術を維持・確保

していくための人材、技術経営（ＭＯＴ）人材等の高度人材育成を行う。また、大学

等における産業の現場と連携した人材育成システムの構築を目指し、産業界のニーズ

に応じた教育実施のための大学評価手法の開発等を行う。 
 
 
◆ 産学連携製造中核人材育成事業               ２８（２４） 
◆ ＭＯＴ人材育成プログラム導入促進事業             ５（５） 
 ◆ 人材育成評価推進事業                     １（１） 
 ◆ 研究現場の即戦力となる産業技術人材の育成（産業技術総合研究所） 
◆ ＮＥＤＯ研究開発プロジェクトと連動した人材育成・交流の場の設置 

 
（２）産学官連携を通じたイノベーションの創出          計 １２２（１２０）※ 
 
産学官連携の更なる深化を図るため、各大学における産学連携活動について産業界

の視点に立った評価を行う。また、引き続き実用化研究開発に対する支援を行うとと

もに、大学発ベンチャー１０００社計画の達成を受け（注）、大学発ベンチャー支援者

ネットワークの一層の強化等を通じた大学発ベンチャーの質の向上を図る。 
（注）平成１６年度末で１，１１２社 

また、産業技術総合研究所においては、非公務員型独法のメリットを最大限活用し、

産業界や学界との連携を一層強化するとともに、研究成果の円滑な移転を図る。 
 
 
◆ 大学発事業創出実用化研究開発事業（マッチングファンド）  ３４（３２）※ 
◆ 大学発ベンチャー経営等支援事業                ２（２） 
◆ 大学発ベンチャー支援者ネットワーク強化事業 
              （広域的新事業支援ネットワーク拠点重点強化事業２０（２０）億円の内数） 
◆ 人材育成評価推進事業                     １（１） 
◆ 民間企業との人材交流による連携強化と成果移転（産業技術総合研究所） 
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３．民間企業のイノベーションシステムの改革      計 ２７８（２９３）※ 
 
 新産業の創造を支援するため、民間企業における実用化のための技術開発に対して

提案公募型の研究助成を行う。また、産業技術基盤の高度化等に向けた、中小企業が

行う革新的かつハイリスクな研究開発や、生産プロセスイノベーション等を実現する

研究開発等の支援を行うとともに、技術開発とコンサルティング等の一体的な支援に

より、中小・ベンチャー企業等の事業化を促進する。 

さらに、研究開発促進税制、産業競争力のための情報基盤強化税制により、研究開

発投資・高度な情報セキュリティが確保された情報システム投資を引き続き重点的に

推進する。 
 
 ◆ 産業技術実用化開発補助事業                ６６（６５）※ 
 ◆ 中小企業基盤技術革新促進事業               ６６（新規） 
◆ 中小企業・ベンチャー挑戦支援事業             ４０（４９）※ 
 ◆ 研究開発促進税制の見直し・強化 
◆ 産業競争力のための情報基盤強化税制の創設 

 
４．地域における科学技術の振興                計５７８（４６３）  
 
 地域において形成が進んでいる産業集積（産業クラスター）を更に深化・拡大させ

るため、産学官の広域的な人的ネットワークの形成・拡充、地域における実用化技術

開発の推進、新事業支援施設の整備等のインキュベーション機能の強化を図る。 
 
◆ 産学官のネットワーク形成等                     ７４（７８） 

    産業クラスター計画推進のためのネットワーク形成                 １９（１９） 

◆ 実用化技術開発等の支援                    ４０３（３３２） 

地域新生コンソーシアム研究開発事業の拡充                      １６３（１３６） 

（うち、地域モノ作り革新枠 ２５（１８）、他府省連携枠 ２５（２０））  

    地域新規産業創造技術開発費補助事業                            ５１（６４） 
地域の技術特性を活かした中小企業の支援と育成 （産業技術総合研究所）    ８（１１） 

◆ 新事業支援施設の整備等                      ６７（５２） 

   大学連携型起業家育成施設整備事業                          １３（１４） 

 
５．競争的研究資金制度の拡充                計 ３０６（２９９）※ 
 
  研究者の能力を最大限に発揮させ、研究開発の競争的環境の醸成に資する競争的研

究資金（広く提案を公募して、主に大学等の研究者に配分する形式の研究資金）制度

について一層の拡充等を図る。 
 
 ◆ 産業技術研究助成事業                     ６５（６２）※ 

◆ 大学発事業創出実用化研究開発事業（マッチングファンド）  ３４（３２）※ 

◆ 地域新生コンソーシアム研究開発事業      １６３（１３６） 
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６．独立行政法人における研究開発の推進等研究基盤の整備  

計 ９６６（９８５）※ 
 イノベーションの推進に資する最先端研究開発を着実に実施するとともに、地震

予測のための観測網の整備、研究開発や産業活動の効率化に不可欠な知的基盤（計量

標準、計測・評価方法、データベース、研究材料（生物遺伝資源等）等）の整備を推進する。ま

た、ISO（国際標準化機関）/IEC（国際電気標準会議）での新規提案数の増大等、
国際標準化活動を推進し、我が国主導の国際規格獲得の拡大を図る。 

 
◆ 産業技術総合研究所運営費交付金・施設整備費補助金   ７２２（７２４） 
◆ 製品評価技術基盤機構運営費交付金・施設整備費補助金    ７７（７９） 
◆ 国際標準化活動の戦略的推進                 ２３（１９）※ 

 


